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と政府出資法人J ~経済論議』第113巻第2.3号， 1974年2・3月， r戦時財政樹融資機構と財閥金
融資本」周草113巻第6号， 1974年6月.































金圭1.-， ζれに益額ら国家資金名主主下しι。J (，臨時下の国家投資J ，立教程昔学研究』節目巻




占領政策J ，日木史明究』第146号.1974年10月. 18ページ，酔点 引用者)と，指輔される。


























新在主主宮4巻， 1975年 3月 300ベ-0"0


























千ポンド， 21. 8%，ベルギ 786万6千ポンド， 15.5%， フラ γス496万ポンド， 9.8%. オラン
ダ404万 1Tぷ γ ド， 7.9%， 日本370万7千ポγ}ら 7.3%. アメリカ246"万3千ポンド， 4.8叫
〔東亜研究所『日本の対主投資'j， 1942年8月， 516ベ 三人同「列国の対主投賢j(中l.1943年






















































































住友系 230，980株 3.29% 
三井系 216，300 3.09 
三菱系 94，100 1.34 
日産系 44，150 0.63 
山口系 40，500 0.57 
安田系 36，450 0.52 
大倉系 30，370 0.13 
根津系 23，650 0.33 
野口系 17，060 0.24 
森 系 10，000 0.14 
大川系 4，550 0.06 
渋沢系 3，400 0.04 
浅野系 2，500 0.03 
野村系 700 。日3
'J' 計 |754710l1078l









































23) 閉鎖機関整理委員会編，前掲書， 319ペ ジ。
担)東京銀行集会所調葺課『戦時下金融の諸問題J，1942年4月， 96-7ヘ シ。
25) 目本興業銀行『社債一覧:.11.1970年3月， 154-57ベ ク。
26) 宮本意 「土蔵省預金部改革前槙J ~羅済論叢』第113巻語 1 号， 1974年 1月.






























29) 東亜同士会『第三回新主那現勢要皆』昭和15年版. 1940年 1月.91-?-ベー タロ



























30) 同上， 93-4、 九
56 (366) 第 117巻第5・6号
第 2表北支那開発(株)の間切l股融資 (1945年 3月末現在，単位千円〕
事業部門 |よ1L[融資額 投融資額 割合
交通・運輸及び港湾 6 244，805 1，551，977 1，796，782 48.2% 
発 送 電 4 184，440 69，360 253，800 6.8 
i邑 信 1 21，975 73，200 95，175 2.6 
m 業 11 153，594 516，612 670，206 18.0 
鉄 鉱 6 148，173 307，583 545，756 14.7 
そ の 他 鉱 業 6 33，839 35，580 69，419 1.9 
イ七 A 寸一 4 40，800 9，000 49，800 1.3 
機 械 等 3 9，000 38，000 47，000 1.2 
塩の製造・販売及び利用 2 20，250 61，000 国1，250 2.2 
そ の 他 11 21，442 65，000 116，442 3.1 





































石 炭 12，850 3，000 26，950 8，000 60，000 日1，000
鉄鋼石 483 400 2，044 1，000 2，700 1，350 
銑 鉄 68 700 369 870 421 
禁土頁岩 17 17 134 92 407 :!fi2 
塩 1，236 669 1，707 829 2，494 1，614 
液体燃料 125 87.2 1，050 937.9 
満鉄調査部編|北支部産業開発計圃賞判(総括甲部)J，日中戦争史資料』第4巻，再出書房新社，
288-89へージ
32) 満鉄調査部編，前掲書， 283-86ベー ジ3
33) 向上， 302ページ。
58 (368) 第 117巻第5.6号
第 4表石炭の生産及び対日供給計画と実績 (単位千ト人%)
生 産 量 買す 日 供 給
画|実 績|達成率 計 画|実 績|達成率
1938 12.850 10，001 77.8 3，000 
39 15，150 14，090 93.0 4，000 2，250 81.2 
40 19，700 18.354 93.1 5，000 4，774 95.4 
41 26，950 24，173 89.6 8，000 4，794 59.9 
42 33，950 25，110 73.9 12，000 5，097 42.4 
43 43，450 22，140 509 18，000 3，715 20.6 
44 48，900 20，060 41.0 23，000 2，215 9.6 
計 66.6 34.0 
向上， 2t!i.iヘ ジ，桑野仁『戦時通貨工博史論』法政大学出版局， 67ベ ジより作成@
第 5表 北文開発4カ年資金計画 0939....42年度，単位千円， %) 
所要資金総額 北支剖開発〈株〉負担分
業種別
額|割金 ムロ 金 ム日
フ乙 通 891，233 63.6 400，000 63.7 
通 イ言 46.271 3.3 15，750 2ら
発送電 88，530 6.3 40，000 6.4 
鉄 鋼 229，868 16.4 106，000 16.9 
炭 鉱 120，9日 8.6 54，175 8.6 
塩 業 24，871 1.8 12，000 1.9 







日， 62ペー ク〉。また， i第二期北支産業主ケ竿計画要綱(1941年度から45年度)Jでは，石炭増
産の為に11軍管理炭鉱の開放， i内地」炭郵業者の積極的欝致 1'1円本園内の増産計画の 部振
替え， 13暗力開発， (4)輸送力の整備等を推進する方針であった (W日満宝石炭時報』第3号， 19 
40年7月， 82-3ペジ〉。



































1937年下半期 Z. 7.1fi 
1938年上半期 4.07fi 
バ 下半期 5，020 
1935年上半期 5，258 



































43) 周上， 36"-':ー ジ.
























































49) 満鉄調査部編z 前掲書> .'339へ '/. 







フー ロ ツ ク 責任者




但)民漢線〈磁県，六河溝， i重心〉 l末 定













51) 北支部開発(株〉企画部編，前掲書， 39ペ ジ。
52) 前掲拙稿「日本帝国主葺下の中国に於ける軍管理工場と資源独占J，70ページ。
53) 手塩正夫『支部重工業尭連史」大雅堂， 1944年 7月， 177ベージ。
64 (374) 第 117巻第5.6号
第7表決定案



























56) 新宮健二『北支基礎産業の再編成とその現状J1941年 9月. 3ベ ジ。
日本帝国主義下町中国北部占領地域開発の「統合調整」と北支那開発株式会社 (375) 65 
第8表 プロック別炭鉱会社設立計画
会 1土名 |公称資本金i株主構成 カッコ内出資比率(%)
中興 中興炭鉱 20，000 北支那(30) 三井鉱山(20) 臨時政府(50)
大波口 大技口炭鉱 15，000 北支那(30) 三菱鉱業(20) 臨時政府(50)
井隆 井陸煤鉱 20，000 北支那(30) 貝島炭鉱(20) 臨時政府(50)
砥県 磁県炭鉱 10，000 北支那(30) 明治鉱業(20) 臨時政府(50)
太原 山西炭鉱 50，000 北支部(30) 大倉鉱業(20) 臨時政府(50)
大同 大同炭鉱 60，000 北支那(25) 満 鉄(25) 蒙彊政府(50)
山東 山東鉱業 10，000 北支那(50) 山東鉱業(50)
新宮健二『北支基礎産業の再編成と其¢現状dl4-5ベ一三人北条秀一「北支経済建設の現比と将












































5") 子瞳正夫，前掲書， 180-81ヘ シ。
60) 日本金融資本が最も望んだ民種は製鉄用強粘桔炭であるが，現地住民は粘詰炭を燃料用として
消費¥.-， 家庭燃料用炭の石炭梢費に占める比率がきわめて大きかった(1934年で50%.李伝烹















北支那開発f株) 5，800 4，350 
華北政策委員会 5，400 4，050 
井座煤鉱 3，000 2，250 
二井鉱山 1，325 993 
三菱鉱業 1，325 993 
「生産
販売の一貫経営による利潤」の確 明治鉱業 1，325 993 
保を図るものであ畠 6日。 大倉鉱業 1，325 9宮3






















































































































































これら三つの視角からの総合的分析は今後の課題としたい。(完)(1976. 2. 19) 
(付記小論は島恭彦教授D京都大学定年退官を記念して財政学研究会に於いて開始さ
れた共同研究「民主主義財政学の方法JOJ一つである。)
